
ょうきゅうし

結ぶものとし，その勤務については一般職員の例により，賃金

は日給とし，その他は職員の待過に準ずる。

臨時人失は一時的に先生または膨脹する業務を， 短期間内に

処国!するために必要な人員であ っ て，日 々廠入れ， または短期

( 1 箇月ないし 2 箇月以内を例 と する)の属用契約を結んで鹿入

れるもので. ~談員ではなし、。賃金は日給とし ， 責任ある職員の

指j;11既併のもとに定められた労務に従lJj:する。現在国鉄におい

て百雇用する臨時人夫には， 賃金人夫，除宮人夫， 代J目人夫，工

Zj( 人夫等がある。賃金人夫は， たとえば駅の年末における貨物

のj判方11等，季節的に一時激則する業務を処PJ!するために庭用す

る季節人夫や，機関区に一時多量の石炭が到着したため等の雑

事に臨時雇用する雑人夫であり ，除雪人夫は冬Jt!J降雪地帯の鉄

道線路の除雪作業にもっぱら従事する人夫である。 代用人夫は

鉄道胞設の工事に保守職員(保線区の線路工手または工事工手

等)を一時娠向けて使役する場合に，職員の代m として保守に

従事させる人夫であり ， 工事人夫はその賃金が工事政に組込ま

れている人夫で，工事開始とともに服入れ，工事終了と同時に

古河原するを例と する 。 (鈴木浩一)

ょうきゅうし々 要求者 会計長に対する現金の徴収もしく

は支払， または勘定振替の要求事務を主 1げする国鉄の会計事

務規位上の後関を L、う。したがって要求者は， 国鉄が国の特別

会計l時代における要求官に該当するものである。国鉄において

は，昭和 22 年度， 発生主義による企業会計制度を採用して以

来， その資産 ・ 負fi'i:または資本について削減奥íl!IJを生じたときは，

これを会計取引として取り扱い，所定の伝PZを作成し，合理的

なfJl式簿記法により記帳整慰しているが，経営活動に伴なうこ

れらの会計取引は， 国鉄の各部門において広範多岐にわたり発

生するので， これらを適正な箇所において1反まと め，もって正規

の会青 1-上の処理にのせる第 l 次の手段としてこの要求者ーを定め

ている。 すなわち要求者は (1) 主管z]1 項について収入の事出

発生のつど，部内規程の定めるところにより ，収納伝架または

J炭替伝以を作成し，関係諮釘i添付の上これを会計長に送付して，

徴収方を嬰求する。 (2) 主管事項について支出の事由発生のつ

ど，部内規程の定めるところにより，支払伝~または領替伝票

を作成し，関係書類添付の上， これを会計長に送付して，支払

方を要求する。 ( 3 ) 主管事項について前述の場合のほか勘定顕

;瞥の事由発生のつど，部内規程の定めるところにより ， 指貫替伝・

以を作成し，関係書類添付の上，伝PJi送付表により，これを会

計長に送付 して，勘定娠替方を袈求すること とな っ てレる。

この袈求者には目下のとこ ろ本社にあって は経理!局会計 謀

長 ・ 出納rJ!!:Eミ ・ 資材局計図nu日長および紙切局長の指定した者，

本社付属俄闘にあ っ ては当該付臨機関の長，鉄道管理局にあっ

ては各部長 ・ 経理部各課長(経理部をおかない局にあっては， 総

務部主計お よび会計丙課長) ・ 局長の指定した者およびL駅直払

事務手続ならびに諸給与の請求および測定手続1(以下関係手続

と E名称する j に定める者， 船舶管理部にあっては部長および関

係手続に定める者， 地方自動車事務所にあっては所長 ・ 自 動車

工場長および関係手続に定める者，地方資材部にあっては部

長 ・ 資材事務所長，付属工場長および関係手続に定める者， 工

場にあっては工場長および分工t!b長， 工事局 ・ 工事事務所 ・

滋械工事事務所 ・ 電気工事局および紛也管理事務所にあっては

所長および関係手続に定める者，鉱業所にあっては所長が， そ

れぞれ部内規程によりなる こ ととな っ ている。 以上の袈求者は，

i去りJiに使用する印鑑を会昔1-:長に送付してお くこ ととなっている。

これらの要求者は内部予算執行の:í'í:任者である担当役，および

分任担当役の職務のー菌としてこれを補足し，またそれらの会

i1-I- 1幾|刻の干iIì助者 と みるこ とができる。(渡辺耕一)

ょうしょうがく のひ ょうじ 要償額の表示 鉄道が託送手術

物または巡送品の滅失 ・ き損 ・ 延着による損欝について貨任を

負うべき傾は，肉法第 580 ・ 591 条によ っ て鉄道に懇意または重

過失があ っ た場合のほかは， 到達地における引渡しの日または

引淡しあるぺか りし日の!日目絡で定めることにな っ ているので，

旅客または荷送人はその得ベかりし利誰の損容等を含んだ全領

容額の賠償を受ける こ とはできないことにな ってい る。!AI!償綴

の表示制度は得べかりし利益の鎖害等を合めたいっさいの煩寄

傾の純似内において，旅客または荷送人が鉄道に対して一定の

金額を表示して，その額の賠償を急速に受けることができる制

度であ っ て，昭和 4 ・ 3 鉄道営業法の改正により ， 従来の地賃金

制度にかわって突施されたものである。

1 表示の方法

嬰償綴の表示は，旅客または荷送人が手荷物または運送品を

託送する際，運送状または姿償額申告書に記載してなさなけれ

ばならない。したがって託送後の表示も口頭による申告も許さ

れていない。また!AI!償古賀を表示するかどうかは旅客または荷送

人の自由であるが，その表示があれば鉄道はこれを拒否するこ

とはできない。

2 表示額

旅客または荷送人がいくばくの表示をするかは旅客または荷

送人の自由であるが，その限度は運送品または託送手荷物の滅

失 ・ き tJlまたは延着により生ずることがあるべき損害額であっ

て，引渡期間末日における到達地の価絡，および引渡しがない

ため受けるべきその他の損害績の合計額，すなわち通常生ずる

損岱はもちろん，特別の事情で生ずる損容も，鉄道が予見しま

たは予見することができるものはすべて含まれるのである。し

かしそれ以上の表示は超過表示となって無効となる。

3 表示 料

主~fit告白を表示する場合は表示料を支払わなければならないこ

とにな っており，その舗については鉄道巡輸規程第 30 条の制

限規定があって，つまの割合をこえることはできない。

( 1 ) 託送手荷物(第 2 号および第 3 号に該当する ものを含む)

表示額金千円までごとに

(2) 高 飾品 同

( 3) 動物同

(4) その他の貨物同

l 円

1 円

3 円

50 銭

なお表示料は 1 口について 10 円を こえない範凶内におい

ては. lÎit:低料金を設けることはできることにな っている。 旅客

または荷送人は前号てー述べた趨i晶表示の部分に対する表示料は，

一度支払った以上返戻を求める権利はないのである。

国鉄においては，旅客および荷物連送規則第 234 条および貨

物運送規則別表貨物料金表において，上記と問機の割合の表示

料を定めている。

4 表示の効果

要依頼を表示するとつぎのような効果が発生する。

( 1 ) 商法の規定にかかわらず鉄道の賠償責任額が鉱大され，

託送手荷物または運送品の滅失 ・ き損による領容について鉄道

が賠償の貨に任ずる場合においては，鉄道は表示額を限度とし

てい っ さいの損容を賠償することとなり，また延着による損害

について賠償の貨に任ずる場合においては，請求権者において

延着による狐容額を証明しだときは，表示頒を限度としていっ

さいの損傷を賠償し，またそのま正明をしない場合においては，
10 

運賃古買を限度として延着の期間 1 日 までごとに運賃額のーーを
l∞ 

賠償することとなっているのである。しかし鉄道に惑意または
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